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苫前町脱炭素推進条例（案）

（目的）

第１条 この条例は、脱炭素社会への移行に向けた温室効果ガスの排出量の削減等及び

気候変動適応策（以下「地球温暖化対策」という。）の推進について、行動の原則を基

本理念として定め、住民、事業者及び住民団体並びに町の責務を明らかにするととも

に、地球温暖化対策の基本となる事項を定め、地球温暖化対策を総合的かつ計画的に

推進することにより、脱炭素社会を実現し、自然環境の保全、生活の安定及び地域経

済の発展を図り、もって現在及び将来の住民の健康で文化的な生活の確保に寄与する

ことを目的とする。

（他の条例との整合）

第２条 町は、この条例が本町の地球温暖化対策に関する政策の基本的位置を占めると

いう認識に基づき、その運用に当たっては、この条例に関係し、かつ、基本事項を定

める他の条例と相互に整合するように調整を図るものとする。

（定義）

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

(１) 二酸化炭素排出量実質ゼロ 人の活動に伴って発生する二酸化炭素の排出の量

と森林等の吸収源による二酸化炭素の除去の量との均衡がとれた状態をいう。

(２) 脱炭素社会 二酸化炭素排出量実質ゼロを達成し、かつ、生活の質の向上及び

持続可能な経済の発展が可能となった社会をいう。

(３) 温室効果ガス 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）

第２条第３項に規定する温室効果ガスをいう。

(４) 温室効果ガスの排出量の削減等 温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用

の保全及び強化等地球温暖化の防止を図るための施策又は取組みをいう。

(５) 再生可能エネルギー エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用

及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律（平成21年法律第72

号）第２条第３項に規定する再生可能エネルギー源を利用して得ることができる

エネルギーをいう。

(６) 気候変動適応策 気候変動（地球の大気の組成を変化させる人の活動に直接又

は間接に起因する気候の変化であって、比較可能な期間において観測される気候

の自然な変動に対して追加的に生ずるものをいう。以下同じ。）の影響に適切に対

処するための施策又は取組みをいう。

（基本理念）

第４条 脱炭素社会への移行に向けた地球温暖化対策の推進は、次に掲げる事項を基本
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理念として行われなければならない。

(１) 日常生活及び事業活動において、二酸化炭素排出量実質ゼロが達成されるよう、

社会経済システムの転換を図ること。

(２) 住民、事業者及び住民団体並びに町が、脱炭素社会を実現することの重要性を

認識し、それぞれの責務を自覚して積極的に取り組むこと。

(３) 温室効果ガスの排出量の削減等を図るとともに、社会及び経済の課題の解決に

貢献すること。

(４) 気候変動適応策の推進に資する地域に存する多様な資源を有効に活用するとと

もに、気候変動適応策を通じ、地域における課題の解決に貢献すること。

（住民の責務）

第５条 住民は、前条に規定する基本理念（以下単に「基本理念」という。）に基づき、

日常生活において、温室効果ガスの排出量の削減等のために 必要な措置を積極的に講

じて、脱炭素社会への移行のために役割を果たすとともに、他の者が実施する地球温

暖化対策に協力するよう努めなければならない。

（事業者の責務）

第６条 事業者は、基本理念に基づき、事業活動において、温室効果ガスの排出量の削

減等のために必要な措置を積極的に講じて、脱炭素社会への移行のために役割を果た

すとともに、他の者が実施する地球温暖化対策に協力するよう努めなければならない。

（住民団体の責務）

第７条 住民団体は、基本理念に基づき、その活動において、温室効果ガスの排出量の

削減等のために必要な措置を積極的に講じて、脱炭素社会への移行のために役割を果

たすとともに、他の者が実施する地球温暖化対策に協力するよう努めなければならな

い。

（町の責務）

第８条 町は、基本理念に基づき、脱炭素社会への移行のための総合的かつ計画的な地

球温暖化対策を策定し、及び実施するものとし、地球温暖化対策の策定及び実施に当

たっては、地球温暖化対策に関する活動への住民、事業者及び住民団体の参加及び協

力を促し、これらの意見を適切に反映させるものとする。

２ 町は、住民、事業者及び住民団体が脱炭素社会への意識及び関心を高め、地球温暖

化対策に積極的に取り組むことができるよう、社会的気運が醸成されるための取組み

に努めるとともに、必要な措置を講ずるものとする。

３ 町は、町の事務及び事業に関し、地球温暖化対策のために必要な措置を講ずるもの

とする。
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第９条 町は、基本理念に基づき、次に掲げる事項を基本として、地球温暖化対策の具

体的な施策を策定し、及び実施するものとする。

(１) 再生可能エネルギーの普及やエネルギーの使用の合理化の促進、温室効果ガス

の排出量のより少ない移動手段の選択等、温室効果ガスの排出量の削減に関する

施策を推進すること。

(２) 二酸化炭素の吸収作用及び固定作用を有する森林や藻場等の保全及び活用に関

する施策を推進すること。

(３) 地域の特性を踏まえ、気候変動の影響による被害の軽減又は回避に関する施策

を推進すること。

（地球温暖化対策実行計画）

第10条 町長は、地球温暖化対策を総合的かつ計画的に実施するため、脱炭素社会への

移行に向けた地球温暖化対策に関する計画（以下「地球温暖化対策実行計画」という。）

を策定するものとする。

２ 地球温暖化対策実行計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。

(１) 地球温暖化対策実行計画の実施期間、温室効果ガスの総排出量の削減目標その

他地球温暖化対策に関する基本方針

(２) 温室効果ガスの排出量の削減等に関する具体的な施策

(３) 気候変動適応策

(４) 前３号に掲げるもののほか、地球温暖化対策を推進するために必要な事項

３ 町長は、地球温暖化対策実行計画を策定し、又は変更しようとするときは、住民、

事業者及び住民団体の意見を反映するよう努めるものとする。

４ 町長は、地球温暖化対策実行計画を策定し、又は変更したときは、遅滞なく、これ

を公表するものとする。

（再生可能エネルギーの普及の促進）

第11条 町は、再生可能エネルギーの利用の拡大を図るため、次に掲げる施策を講ずる

ものとする。

(１) 再生可能エネルギーの導入を促進するための施策

(２) 再生可能エネルギーである電気又は再生可能エネルギーである電気に相当する

ものとして環境価値が付与された電気の購入を促進するための施策

(３) 再生可能エネルギーに相当するその他のエネルギーの利用を促進するための施

策

（エネルギーの使用の合理化）

第12条 町は、日常生活及び事業活動に伴うエネルギーの使用の合理化を促進するため、

次に掲げる施策を講ずるものとする。
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(１) エネルギーの消費量がより少ない電気、ガスその他のエネルギーに係るエネル

ギー消費機器の優先的な購入を促進するための施策

(２) エネルギー消費機器及び水道水の適切な使用により、これらの使用に伴うエネ

ルギーの消費量を抑制するための施策

(３) エネルギー消費量がより少ない役務を優先的に利用するための施策

（移動手段の選択等による温室効果ガスの排出量の削減）

第13条 町は、移動手段の選択等による温室効果ガスの排出量の削減を促進するため、

次に掲げる施策を講ずるものとする。

(１) 自動車等（道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第２条第２項に規定する

自動車及び同条第３項に規定する原動機付自転車をいう。以下同じ。）を使用する

者の公共交通機関、自転車及び徒歩その他温室効果ガスの排出量の削減に資する

移動手段の利用への転換を促進するための施策

(２) 温室効果ガスを排出しない自動車等又は温室効果ガスの排出量が相当程度少な

い自動車等の導入を促進するための施策

(３) 電動車等（電気を全部又は一部の動力源とし、動力源として用いる電気を外部

から充電する機能を備えている自動車等をいう。）にエネルギーを供給する設備の

設置を促進するための施策

(４) 自動車等を使用する者が環境に配慮した運転を行うことを促進するための施策

（温室効果ガスの吸収源の利用）

第14条 町は、前３条に規定する温室効果ガスの排出量の削減に関する施策を積極的

に実施し、及び二酸化炭素排出量実質ゼロの達成に資するため、住民、事業者及び住

民団体の森林や藻場の二酸化炭素の吸収作用及び固定作用に関する理解が深まるよう

取り組むとともに、次に掲げる施策を講ずるものとする。

(１) 森林の適切な保全及び整備並びに市街地における緑化及び農地の適切な保全を

推進するための施策

(２) 藻場の再生、保全及び活用等を推進するための施策

(３) 地球温暖化対策により削減され、又は吸収された温室効果ガスの量を、他の者

の温室効果ガスの削減の量とみなすことができるようにする取引を促進するため

の施策

（気候変動への適応）

第15条 町は、次に掲げる気候変動適応策を重点的かつ効果的に推進するものとする。

(１) 気候変動の影響を踏まえた水害その他の自然災害の予防及び住民啓発を図る施

策

(２) 気候変動の影響を踏まえた熱中症の予防及び住民啓発を図る施策

(３) 気候変動の影響に関する情報の収集並びに効果的な気候変動への適応に関する
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調査及び研究

（広域的な連携）

第16条 町は、住民、事業者及び住民団体、国、他の地方公共団体及び関係行政機関並

びに大学その他の教育研究機関と広域的に連携し、及び協働して、地球温暖化対策の

効果的な推進に努めるものとする。

（財政上の措置）

第17条 町は、脱炭素社会への移行に向けた施策を推進するため、必要な財政上の措置

を講ずるよう努めるものとする。

附 則

この条例は、令和4年 月 日から施行する。


